
［要約］

１ 郵便局の配置に当たっては、公共の施設として利用者への「公平性」を満たすととも

に、事業を行っていく上での「効率性」を達成することが必要となる。本稿は、郵便局

の設置を行政施設の最適配置問題として捉え、「公平性」という面から、利用者の郵便

局への平均アクセス距離が短縮され、アクセス距離の地域格差が緩和されるような配置

方法を研究したものである。

２ 具体的には、横浜市内の郵便局を対象として、横浜市メッシュデータを使用した数理

計画モデル分析を実施し、その結果と現状の郵便局配置との比較を行った。

３ 結果の概要は次のとおりである。

�１ 郵便局の設置特性と横浜市における局立地状況

郵便局までの平均距離は、全国平均で１．１kmと最も身近な公的機関であるが、横浜

市内において平均アクセス距離をユークリッド距離を利用して求めると４９１mとなる。

地域的特性から比較すると、事業所が集中している地域ではこれよりもアクセス距離

が短く、住宅地域では長くなっている。

�２ 普通局最適配置モデル

横浜市内の集配普通局（１８局）への平均アクセス距離は現状では１．９４kmである。

この平均アクセス距離が最短となるように１８局を配置すると、最も改善されたケース

では約７．２％短縮できる。

�３ 特定局最適配置モデル

横浜市西区及び瀬谷区を対象にして普通局と同様なモデル分析を行うと、平均アク

セス距離は、現状と比較して西区で３６．４％、瀬谷区で１８．７％それぞれ短縮できる。

４ 上記モデル分析の結果より、基本的な数理モデルの構造を決定することが可能となっ

たが、今回の分析では、郵便局の諸機能のうち窓口機能に着目し、局施設配置問題を対

象とする場合に考えられる郵便局配置システムの構成要素のうちの一つである「公平性」

を評価基準として採用している。したがって、今後モデルの改良、改善を考慮するに当

たっては、システム自体を多方面から綿密に検討する作業が必要となってくる。例えば
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はじめに

郵便局は、国営事業である郵政三事業の窓口機

関として地域の住民から広く利用されている。郵

便局を公共施設として捉え、その最適な配置方法

について考察を行い、効率的な設置を行うための

方策を探るのが本稿の目的である。

このような行政施設の最適配置問題について考

える場合、利用者がその施設に出向くことの多い

「利用者型」の施設と、反対に施設職員が現地に

赴くことの多い「出張型」の施設がある。「利用

者型」は小学校、公民館、市町村役場、保健所な

どであり、「出張型」は、警察署・交番、消防署

などがこれに相当する。利用者型施設の場合は移

動する主体がその施設の管轄する地域の住民であ

るので、施設配置に際しては、地域住民総数にそ

の施設までの平均移動距離を乗じた総移動距離を

できるだけ小さくする方が望ましい。他方、出張

型施設の場合は、移動する主体が職員であり、で

きるだけ需要量の多い地域に近い場所に配置され

るのが望ましいと同時に、利用者型施設に比べて

事故や災害の際に現場に赴く必要性もあるので、

施設から最も遠い地域までの距離（最遠距離）を

できるだけ小さくするような施設配置が望まし

い１）。郵便局については、郵便の輸送・配達や貯

金・保険事業において外回りの営業を行う外務員

が存在していることから、事業の効率性を考慮す

ると最遠距離を評価基準とする施設配置が望まし

い２）が、利用者型施設である窓口拠点としての観

点からは、各地域の利用者が郵便局まで移動する

ときの総移動量（人口モーメント）の全施設につ

いての総和を最小化し、最も利用者の負担が少な

くなるような施設配置を行うことが望ましいこと

となる。

本稿では、このような郵便局施設の最適配置方

法のうち、利用者の平均アクセス距離ができるだ

け小さくなるような、いわば「公平性」を満たす

利用者型の施設としての最適な配置方法を模索す

る問題を考察対象とする。具体的には、横浜市内

郵便局を分析対象として取り上げ、横浜市内郵便

局のデータ及び横浜市の人口、事業所数等に関す

るメッシュデータを入力データとして数理計画モ

デル分析を実施する。

１ 郵便局施設の設置特性と横浜市における局立

地状況

郵便局の配置システムについて考える場合、単

なる公共施設の配置システムであるという以外に、

�１郵政事業という事業経営を実施する、�２郵便・

貯金・保険というそれぞれ性格の異なる三事業を

兼営する、という特性から配置上の複雑さが生じ

ている。このような複雑なシステムにおいては、

システム全体を一括した問題として解決すること

は困難である場合が多い。したがって、システム

今回の分析では、「潜在需要の大きさ」については人口（夜間）を要素としているが、

これに従業員数等を加えて分析することにより「公平な」最適配置にも変化があらわれ

ることが予想される。さらに、供給側からみた評価基準、すなわち「経営の効率性」に

関する評価基準を設定しモデルを拡張することが可能となれば、経営側の視点に立った

窓口機関の最適配置についても分析することが可能である。

１） 大山（１９９３）、p１２９
２） 郵便局の外務員は１度に複数の拠点を訪問するものであり、一般の出張型施設においてはその配置が１度につき１拠点の訪問
を基準に考えていることから、配置問題に関しても異なる側面を持つ。
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としての整合性を失うことなく、目的の階層的構

造を考慮して、問題を小問題（sub―problem）に

分割し、部分的最適化（sub―optimization）を行

う必要がある。本研究における数理モデルについ

て詳述する前に、郵便局の設置特性について概観

するとともに、問題を分割するための事前分析を

実施する。

１．１ 郵便局の設置特性

郵便局の設置状況を他の公共施設（小学校、公

民館、消防署、警察、役場等）及び銀行と比較す

ることにより、郵便局の配置上の特徴を明らかに

する。

�１ 平均距離特性

各公的機関までの利用者の平均距離（全国平均）

は図表１のとおりである。図表に掲げた公的機関

の中では、郵便局と小学校が１．１kmと最も平均距

離が短く、直線距離換算で徒歩約１４分３）である。

施設の数では、全国で郵便局２４，６９３局（簡易郵便

局を含む。平成１０年３月末時点）、小学校２４，３７６

校（国・公・私立校合計。平成９年５月１日時点）

と、若干郵便局の方が多く設置されている。

�２ 設置数と立地分布特性

郵便局は、郵便、貯金、保険の三事業を取り

扱っている。このうち、郵便については、小包の

取扱いでは民間と競合しているものの、信書の取

扱いに関しては法律上独占とされていることから、

民間との競合は業務の一部に限定されており、民

間の店舗設置状況との比較はできない。保険につ

いては民間と競合しているものの、民間保険会社

の店舗数は少なく、サービス提供のほとんどは、

窓口ではなく、外務員の訪問活動によるという点

で、また設置目的が異なるという点で郵便局とは

異なると考えられる。従って、ここでは業務内容

が郵便局と民間の間で最も類似しており、サービ

ス提供拠点の設置数の比較が有意であると思われ

る貯金事業と民間金融機関について比較した。そ

の結果は図表２のとおりである。

郵便局は、全国３，２３２市町村のすべてに設置さ

れている。全国の民間金融機関（全国銀行、信金、

３）「不動産の表示に関する公正競争規約」より、８０mを１分として計算した。

図表１ 各公的機関等までの平均距離

注）１ 平成８年３月末現在
２ 各機関までの平均距離は、各機関の圏内（日本の国土面積÷当該機関の設置数）を円と
仮定し、その半径の１／２とした。

３ 市町村役場には、区役所・支所・出張所を含む。
資料：小学校、公民館の数…「わが国の文教施設（平成８年度）」（文部省）、消防署の数…「消

防白書（平成８年度）」（消防庁）等
出所：郵政省資料
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信組、労金）の店舗数は郵便局数よりも３，０００店

舗以上多いが、それらは全国の市町村の８３％に存

在しているという点で郵便局の１００％に比べると

低くなっている。地域性という観点からみると、

郵便局は利用者に対してあまねく公平にサービス

供給できる体制にあるといえる。

１．２ 郵便局立地特性の構成要因

郵便局の設置状況は、郵便局の経営が国営事業

として公共の福祉を増進させることが目的の１つ

であることにより、同様あるいは類似の事業を

行っている民間事業者とは大きく異なる特徴を

持っているという側面もある。

�１ 立地特性の構成要因

あるシステムを対象としたモデルを構築するに

当たっては、そのシステムの構成要素相互の関係

を、数式を用いて数学的に表現した数理モデルを

構築する。そのモデルの解はシステム全体の処理、

操作に有効に活用することが可能である。した

がって、郵便局の最適配置モデルを構築するに当

たっては、郵便局を窓口拠点とした上で、郵政事

業全体を一つのシステムとみなし、その構成につ

いて考慮する必要がある。図表３は、郵便局の立

地特性に影響を及ぼすような構成要因について概

観し、全体を一つのシステムとして捉えた上で、

整合性を失わないように階層構造を明確化したも

のである。本稿では、立地特性の構成要因を大き

く外部要因と内部要因に分類しているが、外部要

因の構成要因については「立地環境」を抽出し、

内部要因の構成要因については「経営組織」、「事

業規模」、「事業効率」、「事業構成」の４項目を取

り上げる。これらの各構成要因の内容を示す具体

的な要素も図表３に例示する。例えば、「立地環

境」については、潜在需要の大きさと利便性の高

さが影響要因として考えられ、さらに「潜在需要

の大きさ」については、人口、従業員数と地区産

業構成、また「利便性の高さ」についてはアクセ

ス距離と利用者の生活行動等が代表的な要素とし

て考えられる。

これらの構成要因を組み合わせることによって

具体的な問題提起を行うことができるが、組み合

わせに用いる構成要因によって、われわれの対象

とする問題の評価基準は影響を受ける。この場合、

同じ小問題に相反する評価基準６）が設定されるよ

図表２ 郵便局と民間金融機関との設置数の比較

店舗数（国内） 店舗がない市町村数
店舗のある全国市町村

数の割合（％）

民間金融機関の店舗のない

市町村に所在する郵便局数

民間金融機関 ２７，８６４ ５５４ ８３ １，３２９

全 国 銀 行４） １５，６９０ １，００８ ６９ ２，８５１

都 市 銀 行 ３，１５４ ２，８０９ １３ １３，２９５

郵 便 局 ２４，６９３ ０ １００ ―

注）１ 全国市町村数は３，２３２で計算

２ 店舗数は平成１０年３月末

出所：郵政省資料、全国銀行連合会資料、全国信用金庫連合会資料５）

４） 都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行を指す。
５） 全国銀行連合会（全銀協）資料はホームページの「全国銀行資本金、店舗数、役職員数等一覧表」、全国信用金庫連合会（全信
連）資料も同様にホームページの「全国信用金庫主要勘定」より抜粋した。

６） 評価基準（criterion）問題解決のためのいくつかの代替案の有効性、重要度、価値等について評価分析するに際し、各代替案
の望ましさの程度を種々の観点から測定する尺度をいう。
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外 部 要 因 �
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・潜在需要の大きさ� 人口、従業員数�
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→�

内 部 要 因 �
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・郵便事業�

・貯金事業�

・保険事業�

立　地�⇒�

うな分類をすると問題解決が複雑化することから、

構成要因の組み合わせ方には十分留意する必要が

ある。郵便事業は公的な事業であるため、その問

題も大きく分けると公的な問題と経営問題に分割

される。それぞれの評価基準については、「公平

性」及び「経営効率性」という相反する基準が抽

出される。本研究では行政施設の最適配置問題を

考察対象としていることから、「公平性」を評価

基準とした上で種々の構成要因を組み合わせるこ

とを試みる。「立地環境」の構成要因からは、人

口、アクセス距離という代表的な要素を用いて

「公平性」を導出する。評価基準に「経営の効率

性」を導出するような構成要因としては、「事業

規模」及び「事業効率性」が考えられるが、本分

析においてはこれらの構成要因をモデルの構築対

象とはせず、別の分析機会に委ねることとする。

「経営組織」については普通郵便局（以下「普通

局」という。）と特定郵便局（以下「特定局」と

いう。）の２つの構成要素に種別される７）が、他の

問題と整合的に連結、結合させるために、その種

別による特性について以下に更なる考察を加える。

「事業構成」については、先述のようにそれぞれ

の事業の性質は異なると考えられるが、郵便局で

は三事業の窓口を設置することが基本となってい

るので、本稿では同一窓口業務として扱うことと

する。本分析におけるモデルの構築に際して組み

図表３ 郵便局立地特性の構成要因

７） 他に外部に運営を委託した簡易局があるが、必ずしも三事業全部を窓口で取扱う機関ではないので、ここでは対象とはしない。
８） 郵便を専担に扱う局であり、必ずしも窓口機能を有してはいない。
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入れる要因を、図中に下線を付して示す。

�２ 局種と構成要因

郵便局には、集配局と無集配局、普通局と特定

局が存在する。横浜市内の普通局の多くは集配局

であり、特定局はすべて無集配局である。窓口業

務からみた場合、集配局と無集配局、普通局と特

定局には、取扱時間や業務範囲などに次のような

違いがある９）１０）。

集配局と無集配局という点からの違いとしては、

例えば、貯金・保険の窓口で取り扱う業務につい

ての差異はないが、集配局では窓口を担当する内

務員の他に外務員が外回りの営業を専門に行う点

で、無集配局とは異なっている。

また、窓口取扱時間に関しても、郵便窓口は集

配局は基本的に午前９時から午後７時までの取扱

時間であるのに対し、無集配局の終了時刻は２時

間早い午後５時となっている。従って、事業所が

１日の最後に郵便を取り集めて差し出す場合など

では、時間帯によっては無集配特定局と比較して

離れた場所にある集配普通局の利用が促進される

ことが考えられる。

普通局と特定局については、取扱業務範囲の点

では、例えば次のような違いがある。郵便には、

広告郵便物、利用者区分郵便物、バーコード付郵

便物、市内特別郵便物などのように大量に差し出

すなどの条件を満たすことにより料金割引がなさ

れる種類の郵便物が存在しているが、これらの料

金支払方法は料金別納、料金計器別納、料金後納

のいずれかのみが可能となっている。これら料金

別納、料金計器別納、料金後納は、集配郵便局及

び地方郵政局長の指定した郵便局のみが取り扱う

業務となっていることから、横浜市内の場合には

一部特定局を除き、この業務は普通局で取り扱わ

れることとなる。

１．３ 横浜市における郵便局立地特性

�１ 分析対象と使用データ

本調査研究では、横浜市内郵便局を分析対象と

して、以下の図表４に示すように横浜市内郵便局

（普通局及び特定局）のデータ及び横浜市の人口、

事業所数等に関するメッシュデータを使用して各

種の分析を実施する。

�１ 横浜市郵便局データ

横浜市内は普通局２１局、特定局２７１局が存在し

ているが、普通局については郵便集中局１局、無

集配普通局２局を除いた１８局を対象に、特定局に

ついてはデータ不備の１６局を除いた２５５局を対象

として、平成８年度の各局のデータにより分析を

実施している。これは、郵便集中局は郵便業務に

特化した局であり、また無集配普通局と集配普通

局とでは集配業務の有無を始めとする業務内容の

差異があることから、両者を除いて分析すること

によって、普通局の多数を占める集配局の特徴を

明確にする。

�２ 横浜市メッシュデータ

９） 郵政省の法令規則上では集配、無集配により郵便局の機能を分けているが、本稿においては普通局及び特定局という局種によ
り窓口機能を分けている。

１０） 普通局は、特定局が果たす窓口機能以外にも種々の機能を併せもつが、本稿では窓口機能の視点から比較している。

図表４ 分析対象と使用データ

分析対象エリア 横浜市全域

分析対象郵便局 横浜市普通局 １８局

特定局 ２５５局

郵便集中局１局、無集配普通局２局及びデータ不備の特定局

１６局を除く。

使用データ 平成８年度横浜市郵便局のデータ

横浜市メッシュデータ

出所：郵政省

出所：横浜市企画局政策部統計解析課
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国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）及び測量

法（昭和２４年法律第１８８号）に基いて、１９座標系

の第９系から作成した横浜市の２，５００分の１地形

図をベース・マップとしている。この地形図は、

東西が２，０００m、南北が１，５００mの区域が１図葉と

なっているので、これを東西８等分、南北６等分

すると一辺が２５０mの正方形となり、この正方形

を１単位（メッシュ）としている。横浜市全体の

地形図は、７，４４８個のメッシュで表される。

２５０m四方の各メッシュには６桁の番号が割り

振られ、それぞれのメッシュに対応したデータが

用意されている。本調査研究では、以下のデータ

を使用した。

・平成７年 国勢調査データ

・平成３年 事業所統計調査データ

・平成５年 工業統計調査データ

・平成３年 商業統計調査データ（卸売業・小

売業）

・平成４年 商業統計調査データ（一般飲食店）

�２ 郵便局の立地状況

横浜市における郵便局の配置については、図表

５から以下のような立地特徴が見られる。

集配普通郵便局に関しては、港南区、港北区、

青葉区では２局設置されているが、その他の行政

図表５ 横浜市行政区の面積と郵便局数

行政区 面積 （km２） 人 口 人口密度（人／km２） 普通局数 特定局数

鶴 見 区 ３８．５（６１６） ２４９，８０５ ６，４８８ １ ２２

神 奈 川 区 ２４．５（３９２） ２０４，８５０ ８，３６１ ０ １９

西 区 ７．４（１１８） ７５，０６１ １０，１７８ １ １１

中 区 ２３．２（３７１） １１５，５４４ ４，９８３ １ １９

南 区 １２．５（２００） １８９，１２５ １５，１３０ １ １３

港 南 区 ２０．０（３２０） ２２４，５５０ １１，２２８ ２ １６

保土ヶ谷区 ２２．１（３５３） １９８，９３６ ９，０１７ １ １３

旭 区 ３２．６（５２２） ２４８，７３８ ７，６２４ １ １８

磯 子 区 ２０．３（３２４） １６９，２９３ ８，３６０ １ １２

金 沢 区 ３５．０（５６０） ２０４，１２８ ５，８３２ １ １６

港 北 区 ３２．８（５２５） ２８３，０１６ ８，６２５ ２ ２３

緑 区 ２５．９（４１５） １４９，８９０ ５，７７９ １ ８

青 葉 区 ３７．９（６０７） ２４９，２３４ ６，５７０ ２ １８

都 筑 区 ２８．４（４５４） １１５，７６４ ４，０８０ ０ ７

戸 塚 区 ３７．１（５９３） ２４４，４６０ ６，５９６ １ １３

栄 区 ２０．１（３２１） １２４，１９９ ６，１９１ ０ ９

泉 区 ２４．３（３８８） １３８，２０４ ５，６９９ １ １０

瀬 谷 区 １８．６（２９８） １２２，３３９ ６，５６９ １ ８

合 計 ４６１．１（７，３７７） ３，３０７，１３６ 平均 ７，１７３ １８ ２５５

注）普通局は無集配局２局、郵便集中局１局を除き、特定局はデータ不備の１６局を除く。

面積の欄の（ ）の数字は区域内のメッシュ数を表す。人口・面積は合計メッシュ数から計算したものであり、実際の数値

とは変動がある。

人口の原数値は、総務庁統計局「平成７年国勢調査報告」に基く。
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区ではほぼ１区に１局設置されている（郵便集中

局１局、無集配普通郵便局２局は含まれていな

い。）。

特定局に関しては、西区、中区などの事業所が

集中する地域に多く存在する傾向が見られる一方、

緑区、都筑区、瀬谷区などの住宅地域には、西区、

中区ほどの集中した設置が見られない。また、港

南区や緑区のように、普通局の位置するメッシュ

データ（２５０m四方）内に特定局がある例や、西

区、中区のように普通局の近くに特定局が集中し

ている例がある。

�３ 平均アクセス距離

郵便局への平均アクセス距離を比較する。計算

方法については、各メッシュから既存の郵便局ま

でのユークリッド距離を求め１１）、メッシュ内人口

が全員最短距離にある郵便局を利用するものと仮

定する。j地点にある局の利用者の平均アクセス

距離をDjとすると、Djは次式のように計算するこ

とができる。

Dj＝Σ
i∈N

PijLij／Σ
i∈N

Pij，j∈N，i∈N

N：横浜市メッシュの集合

Pij：i地点に存在する人口のうち、j地点にあ

る局を利用する人の数

Lij：i地点とj地点のユークリッド距離

上式に基づいて横浜市全域の平均アクセス距離

を計算すると、４９１mとなる１２）。これは、直線距

離に換算して、徒歩約６分となる距離である。図

表６から、横浜市全域の平均アクセス距離はほぼ

３００m～８００mの範囲に存在していることがわかる。

アクセス距離の長い地域は、都筑区、戸塚区、緑

区、泉区、青葉区などの西部地区で、人口密度の

やや低い住宅地域である。一方、アクセス距離の

短い地域は、西区、中区、南区など、事業所が集

中している地域である１３）。

また、人口密度と平均アクセス距離をX軸、Y

軸にとり各区の位置をプロットすると、図表７の

ようになる。ほとんどの区が人口密度については

５，５００～１２，０００人／km２、平均アクセス距離につい

ては３００～６００mの範囲に存在している。例えば都

筑区、戸塚区において平均アクセス距離が長く

なっているのは、図表８から、単位面積当たりの

局数が横浜市全体での平均（０．５９局／km２）と比

較して半数程度であることからこのような結果と

図表６ 行政区別 郵便局への平均アクセス距離

図表７ 行政区別 郵便局への平均アクセス距離

と人口密度

１１） ２地点間の距離が、通常の意味での直線距離で与えられることを意味している。
１２）１．１の�１で計算された全国の各公的機関等までの平均距離と同様に「平均距離は、圏内（面積÷設置数）を円と仮定し、その
半径の１／２とする」方法で横浜市の郵便局への平均距離を求めると、３６７mとなる。

１３） 郵便局は普通局、特定局の局種を問わず、また利用者は行政区を越えての利用も可能である。

１１ 郵政研究所月報 １９９９．１１



なっていることがわかる。他の区についても、平

均アクセス距離と単位面積当たり局数との関係は

同様の状況にある。

さらに、都筑区、戸塚区は平均アクセス距離が

横浜市１８区の中で長い方から１位、２位を占めて

いるが、それぞれの局が受け持つ人口（潜在利用

者）は、横浜市平均（１．２万人）よりもかなり高

く、この地域は特定局を増加し得る可能性を有し

ている。

２ 郵便局施設の最適配置モデル

２．１ モデルの構造

�１ モデルの概要

本節で取り上げる最適施設配置問題では、施設

利用者の総移動距離を最小化することによってシ

ステム全体の効率性を向上させるという、いわゆ

る最小和基準に基づいてモデルの定式化を行う。

従ってある地域に施設を配置しようとするとき、

この地域内におけるメディアン（全利用者の総移

動距離を最小とする地点）に対応する地点に施設

を配置すれば、この地域の利用者の“移動コスト”

すなわち利用者の機会費用を最小化することがで

きるので、潜在的な需要の損失を最小限に抑える

ことができる１４）。利用者の利便性を最大にする施

図表８ 郵便局への平均アクセス距離と各行政区の規模

区 名

郵便局への平均

アクセス距離

（m）

面 積

（km２）

人 口

（人）

人口密度

（人／km２）

郵便局数（普通局と

特定局の合計数）

（局）

単位面積

当たり局数

（局／km２）

１局当たり

人口

（人／局）

都 筑 区 ７６４．８ ２８．４ １１５，７６４ ４，０８０ ７ ０．２５ １６，５３８

戸 塚 区 ６８９．５ ３７．１ ２４４，４６０ ６，５９６ １４ ０．３８ １７，４６１

緑 区 ５８８．１ ２５．９ １４９，８９０ ５，７７９ ９ ０．３５ １６，６５４

泉 区 ５８０．３ ２４．３ １３８，２０４ ５，６９９ １１ ０．４５ １２，５６４

青 葉 区 ５４９．８ ３７．９ ２４９，２３４ ６，５７０ ２０ ０．５３ １２，４６２

保土ヶ谷区 ５１１．７ ２２．１ １９８，９３６ ９，０１７ １４ ０．６３ １４，２１０

栄 区 ５１０．４ ２０．１ １２４，１９９ ６，１９１ ９ ０．４５ １３，８００

金 沢 区 ５０３．０ ３５．０ ２０４，１２８ ５，８３２ １７ ０．４９ １２，００８

瀬 谷 区 ５０２．６ １８．６ １２２，３３９ ６，５６９ ９ ０．４８ １３，５９３

旭 区 ４４６．９ ３２．６ ２４８，７３８ ７，６２４ １９ ０．５８ １３，０９１

港 南 区 ４４４．０ ２０．０ ２２４，５５０ １１，２２８ １８ ０．９０ １２，４７５

港 北 区 ４３８．４ ３２．８ ２８３，０１６ ８，６２５ ２５ ０．７６ １１，３２１

磯 子 区 ４３０．５ ２０．３ １６９，２９３ ８，３６０ １３ ０．６４ １３，０２３

鶴 見 区 ４１２．０ ３８．５ ２４９，８０５ ６，４８８ ２３ ０．６０ １０，８６１

神 奈 川 区 ４０８．２ ２４．５ ２０４，８５０ ８，３６１ １９ ０．７８ １０，７８２

南 区 ３７７．４ １２．５ １８９，１２５ １５，１３０ １４ １．１２ １３，５０９

中 区 ３６６．１ ２３．２ １１５，５４４ ４，９８３ ２０ ０．８６ ５，７７７

西 区 ３３４．５ ７．４ ７５，０６１ １０，１７８ １２ １．６３ ６，２５５

横浜市合計 ― ４６１．１ ３，３０７，１３６ ― ２７３ ― ―

横浜市平均 ４９１．３ ２５．６ １８３，７３０ ７，１７３ １５．２ ０．５９ １２，１１４

注） 行政区は、郵便局への平均アクセス距離の長い順に並べている。

１４） 大山（１９９３）p１１４
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設配置を明らかにすることは、経営側が意思決定

をする場合にも極めて重要な課題である。

複数箇所（p個）の施設を全施設利用者の総移

動距離の最小化という基準に基づいて配置する問

題は、一般にpメディアン問題と呼ばれ、全部で

n個の頂点からなる頂点集合の中のp個の頂点か

らなる部分集合をすべて考慮し、それらの中で重

み付け距離の総和（目的関数値）を最小とするも

のを求めることに相当する。pメディアン問題は

一般に整数計画問題として定式化が可能である。

整数計画法は、一般の連続変数型数理計画法に

対して、整数条件が付加されたものをいう。整数

計画法のうち、目的関数と制約式がいずれも決定

変数の線形関数として表現される場合に線形整数

計画法（linear integer programming）という１５）。

本研究では郵便局の最適配置を問題としているの

で、モデルは一部の変数が０―１型整数変数を取

るという、いわゆる混合型整数計画法によって定

式化されることになる。

このような手法を用いた最適施設配置問題は、

場合によっては変数、制約条件の数がそれぞれ何

千、何万にも及ぶ巨大規模のモデルとなる。その

ため、厳密な最適解を求める解法が未だ確立され

ていないという問題点が存在する。現実の状況を

忠実にモデル化し、大容量のコンピューターに

よって力まかせに解くのではなく、問題の多階層

化あるいは分割化といった工夫をし、さらにはそ

れらの諸問題を整合的に連結、統合することに

よって最適解あるいは近似的最適解を得るといっ

た、状況の変化に対応可能なモデルの構築を目指

すことが必要となる。

本研究においても、既存の研究、分析を参考と

しつつ、できるだけ現実のシステムに適合させる

ことを考慮し、問題を分割化することによって整

数計画問題の最適解を得るための解法としての分

枝限定法が適用可能となるよう工夫を加えた上で、

数理計画モデル分析を実施する。

�２ モデルの定式化

本項では、住民の利便性を最大にするためには

郵便局を対象地域内のどの地点（メッシュ）に配

置するのが最適であるかを求める郵便局施設の最

適配置モデルを、０―１型整数変数を用いた混合

型整数計画法を用いて定式化する。

�１ 決定変数

メッシュデータの取り扱いに関して、以下の集

合を定義する。

S＝｛ j｜メッシュjは普通（特定）局の置局

配置の対象｝

V＝｛ i｜メッシュiは住民が居住している

メッシュ｝

上の集合の定義に基づいて、決定変数を以下の

ように定める。

Zj：メッシュjに普通（特定）局施設を配置す

るか否かを表す０―１型整数変数

Zj∈｛０，１｝，j∈S

Zj＝

�
�
��
��
�

１：メッシュjに普通（特定）局施設
を配置する

０：メッシュjに普通（特定）局施設
を配置しない

Xij：メッシュjに配置された普通（特定）局施

設を利用するメッシュiの住民数を表す連

続型変数。

Xij≧０，i∈V，j∈S

上の整数変数｛Zj∈｛０，１｝｝はメッシュjに

普通（特定）局施設を配置すべきか否かを決定す

１５） 線形計画法（linear programming；LP）は、計画立案に際して考慮しなければならない種々の制約を決定変数に関して線形の
不等式または等式で表すことによって、互いに関連のある諸活動に対して総合的にみて最良の計画を数値的に決定する方法で
ある。
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る変数である。また、変数Xij、i∈V、j∈Sは

メッシュjに配置された普通（特定）局施設をメッ

シュiの住民のどれだけの人数が利用するかを表

す。換言すると、メッシュjに配置された普通（特

定）局施設がメッシュiの住民をどれだけ受け持

つべきかを表している。

�２ 制約条件

制約条件については、局利用条件、施設容量条

件、総施設数条件、行政区配置施設数条件、既存

施設条件の５条件を設定する。

・局利用条件

Σ
j∈S

Xij ＞＿ Pi i∈V �１

Pi：メッシュiの人口

・施設容量条件

Σ
i∈V

Xij ＜＿ CMj i∈V �２

C：普通（特定）局の人員１人当たりが受

け持つ平均住民数 C＝P ／T

P：対象地域の総人口、P＝Σ
i∈V

Pi

T：対象地域の普通（特定）局の総人員数

Mj：メッシュjに配置される普通（特定）

局施設の容量（局別の人員数）

K：対象地域普通（特定）局数

Mj＝（１＋α）T ／K，j∈S

α：容量の上限率

・総施設数条件

Σ
j∈S

Zj ＝ K j∈S �３

・行政区配置施設数条件

Σ
j∈S，Aj＝k

Zj ＝ Nk j∈S �４

Aj：メッシュjを含む行政区（k）

Nk：行政区（k）に設置可能な施設の上限数

・既存施設条件

Σ
j∈So

Zj ＝１，j∈So �５

So＝｛ j｜メッシュjは普通局が配置されて

いる｝

上記の各制約条件式は以下の内容を表している。

局利用条件は、任意のメッシュの住民がいずれ

かのメッシュに配置された普通（特定）局施設を

利用できることを表す。

施設容量条件は、当該メッシュに普通（特定）

局が配置されない場合には、いずれのメッシュの

需要をも満たすことができないこと、そしてまた、

メッシュに普通（特定）局施設が配置された場合

には、それを表す論理条件となることを表す。同

時にこの制約条件は、施設がメッシュに配置され

る場合には、それが受け持つ住民数には上限があ

ることを表す。

総施設数条件は、配置される施設の総数を表す。

行政区配置施設数条件は、横浜市全域を対象地

域とした普通局の最適配置問題の場合のみに適用

され、各行政区内に配置可能な施設の上限数を表

す。

既存施設条件は、西区あるいは瀬谷区を対象と

した特定局の最適配置問題の場合のみに適用され、

特定局の最適配置を求める際に、普通局の位置は

あらかじめ固定されていることを表す。

�３ 目的関数

Minimize

W ＝ Σ
i∈V
Σ
j∈S

dijXij �６

dij：メッシュiとメッシュjとの距離

dij＝√（Xi－Xj）２＋（Yi－Yj）２ i∈V，j∈S

ただし、（Xi，Yi），（Xj，Yj）は、メッシュ

iとメッシュjの地理上の位置を示すX座標、

Y座標（XとYは直角座標系）である。

目的関数式�６は、K箇所に設置された普通（特

定）局を住民が利用する場合の人口モーメントの

総和、すなわち総移動距離を最小化することを表

１４郵政研究所月報 １９９９．１１



しており、利用者の負担を最も軽くするところに

施設を配置するのが望ましいことを意味する。

ここで示した混合型整数計画モデルの０―１型

整数変数｛Zj｝の個数はn個、実数変数｛Xij｝の個数

はn×m個、制約条件の本数は２n＋k＋１本であ

る。ただし、nは普通（特定）局施設の設置対象

となるメッシュ数、mは住民が居住しているメッ

シュ数を示している。kは行政区数である。なお、

特定局最適配置問題の場合の制約条件は２n＋１

本である。

２．２ 使用データと前提

�１ 使用データ

最適化モデルに使用する主要な入力データは、

�１メッシュで区切られたエリア内の人口、�２メッ

シュ間の直線距離、の２つである。

これらの入力データは、横浜市のメッシュ統計

データの中から、人口データを使用する。同市の

メッシュ統計データは、平成７年国勢調査のデー

タを基に、これを２５０m四方の正方形に区画した

メッシュを集計単位として再集計したものである。

メッシュは平面直角座標軸系によって区画されて

いるため、メッシュ間の距離は、メッシュの座標

データから計算で得ることができる。

�２ 前提

本モデルの構築に当たり、前提として次の２つ

を置くことにする。�１あるメッシュに郵便局施設

が配置された場合、そのメッシュ内の住民の郵便

局までの移動距離はゼロとみなす。�２メッシュi

とメッシュj間の距離は、メッシュiの中心点と

メッシュjの中心点を結ぶ直線距離とする。

このメッシュ統計データの使用に当たっては、

最適化モデルを適用する地域対象の設定に応じて、

２５０m平方メッシュ・人口データを５００m平方メッ

シュ、１km平方メッシュに再集計して使用する

こととする。精密な結果を求めるのであればすべ

てについて２５０m平方メッシュを使用するのが望

ましいが、この場合、モデルの式の数が何千にも

及ぶ大規模なモデルとなるため、合理的な時間の

範囲内で最適解を得るのが困難である。そこで、

配置の対象となる普通局と特定局の特性を鑑みた

場合、経営組織としての「普通局」と「特定局」

については、その窓口取扱に時間や業務範囲など

の違いがある（１．２�１局種と構成要因、参照）。

従って、それぞれ別個のモデルを組み、「横浜市

全体を対象地域とする普通局の最適配置」と、「瀬

谷区、西区を対象とする特定局の最適配置」の２

つに分けて考えることとする。

なお、特定局の最適配置を西区及び瀬谷区の２

区について実施したのは、以下の理由による。主

成分分析により横浜市メッシュデータの地域特性

の分析を実施した結果、第１主成分は事業・サー

ビス集積軸、第２主成分は人口集積軸であること

が判明している１６）。従って、横浜市の立地環境特

性であるそれぞれの要因を代表する区として、事

業所集中地区である西区と、住宅地区である瀬谷

区について分析を実施した。

どのレベルに再集計したメッシュデータを使用

するかについては、今までの分析をさらに詳細に

考慮する必要がある。現状の配置については、普

通局はおおよそ各行政区に１局設置されているが、

特定局の場合、最も多い行政区で２３局、最も少な

い行政区で７局の配置となっており、行政区によ

る差異がある。横浜市全域の平均アクセス距離は

４９１mとなっているが（ただし普通局も含めてい

る。）、西区、中区などの事業所が集中する地区に

は多く存在する傾向があり、都筑区、戸塚区、緑

区のような住宅地域には、西区、中区ほど特定局

１６） 大山、佐野、田村（１９９９）参照。
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は集中していない。従って、横浜市全域を対象と

する普通局の最適配置問題の場合は、１km平方

メッシュ、瀬谷区を対象とする特定局の最適配置

問題の場合は、５００m平方メッシュ、西区を対象

とする特定局の最適配置問題の場合は、２５０m平

方メッシュを使用することにする。

この２つのモデルでは、対象地域について１

km四方（あるいは２５０m四方、５００m四方）単位

でメッシュ・人口データが与えられたとき、住民

の郵便局までの総移動距離が最小となる地点、す

なわち利用機会費用を最小化し、住民の利便性を

最大にする地点を最適な置局配置地点として求め

ることを目的とする。さらに、この郵便局最適配

置モデルによって決定される最適施設配置に基づ

いて、�１地理的位置、�２平均アクセス距離（居住

地から郵便局までの平均移動距離）、�３郵便局ま

での最大距離、�４アクセス距離の分散（標準偏差）、

�５利用者数からみた郵便局の規模の分布、を現状

と比較することによって、最適配置による利用者

側の利便性、公平性、郵便局の規模の分布の変化

がどのように改善されるかを明らかにすることが

できる。また、郵便局施設数を変えた場合の最適

配置を求め、その平均アクセス距離の変化から、

施設数と利便性の関係を分析することも可能とな

る。

２．３ ケースの設定

本節におけるモデルの設定は、使用データと前

提を変えることにより、横浜市内のみでなく、ま

た、郵便局だけでもなく、一般的な応用が可能な

モデルである。本項では、具体的な使用データと

前提に基づき、ケースを設定してシミュレーショ

ンした結果について分析しているが、今回設定し

たケースは次のとおりである。

図表９ 普通局最適配置モデルのケース設定

ケース メッシュデータ 人口存在地点 局立地可能地点 施設容量制限 総施設数 区別立地最大局数

�１ １km四方 ４７７ ６０ ７％ １８
人口上位６区…２局

残り１２区………１局

�２ １km四方 ４７７ ６０ ８％ １８
人口上位６区…２局

残り１２区………１局

�３ １km四方 ４７７ ２００ ７％ １８
人口上位６区…２局

残り１２区………１局

�４ １km四方 ４７７ ２００ ８％ １８
人口上位６区…２局

残り１２区………１局

�５ １km四方 現状の局位置をもとにシミュレーション

人口存在地点（４７７地点） 横浜市１kmメッシュのうち人口の存在するメッシュ。

局立地可能地点（６０地点） 区別に潜在利用者数の最も大きいメッシュを１つ選出し、そのメッシュからある程度

距離を置いたメッシュを２～３選出した。区別にみると３～４のメッシュが選出され

ている。

局立地可能地点（２００地点） 局立地候補メッシュを２００とし、それを区別に人口比で割り振って数だけ、区別に選

出したもの。

施設容量制限 横浜市全人口に対する１局の利用者最大数の割合

潜在利用者数 メッシュの周囲３km未満の距離にあるメッシュの人口を合計したもの
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�１ 普通局施設最適配置モデル分析ケース

横浜市全域を対象とする普通局最適配置モデル

については、置局の対象となるメッシュ数の設定

及び制約条件の設定により、図表９のとおり４

ケースに分けている（ケース�５は、モデルの数値

結果と比較するため、現状を基にシミュレーショ

ンしたものである。）。

この場合、置局対象となるメッシュは、住民の

いる１km四方メッシュ４７７個の中から選出するこ

とにしているが、置局対象数はモデルの規模を勘

案して、２００個を選出する場合と６０個を選出する

場合の２ケースを設定している。２００個を選出す

る場合、その選定方法は、各行政区の割り当て数

を決定し、各行政区の中での割り振りについては、

横浜市全体に対する各行政区の人口比に応じて

メッシュ周辺３km以内の人口が多いメッシュを

選ぶこととして、その合計が２００個となるように

している。６０個の場合には、メッシュ周辺３km

以内の人口が多いメッシュを各行政区について３

個あるいは４個を選出し、合計が６０個となるよう

にしている。４個を選出する行政区は人口の多い

上位６区とし、かつ選出されるメッシュについて

地理的に偏らないように配慮している。

制約条件の設定のうち、施設容量については、

その上限値を横浜市全体の人口の７％あるいは

８％とする２ケースを設定している。これは、普

通局を市全体に１８局設置すると１局当たりの平均

受持人口は約５．６％となるが、それを２０～３０％上

回る数字を上限と設定したものである。

総施設数については、現状施設数と同じ１８局に

設定している。ただし、施設数と利便性の関係の

分析の場合は、１６局～２０局の間で変化させ、平均

アクセス距離の変化の分析を実施するようにした。

行政区内の置局数については、設置可能な施設

数の上限を、現実と同様各区１局あるいは２局に

設定している。具体的には、人口の多い上位６行

政区を上限値２局として調整した。

�２ 特定局施設最適配置モデル分析ケース

西区及び瀬谷区を対象とする特定局最適配置モ

デルについては、図表１０のようにケースを設定し

ている（ケース�１及び�３はモデルの数値結果と比

較するため、現状を基にシミュレーションしたも

のである）。

置局対象メッシュについては、西区については

住民のいる２５０m四方メッシュ９１個を対象とし、

瀬谷区については住民のいる５００m四方メッシュ

７２個を対象としている。

制約条件の設定のうち施設容量については、そ

の上限率を西区の場合は１０．０％、瀬谷区の場合は

１３．３％とする。これらの値は、普通局と同様、１

局当たりの平均受持人口の２０％を上回る数字を上

限としたものである。

総施設数については、現状の特定局と普通局を

あわせた施設数に設定している。

図表１０ 特定局最適配置モデルのケース設定

区 名 ケース メッシュデータ 人口存在地点 局立地可能地点 施設容量制限 立地局数

西 区

�１ ２５０m四方 現状の局立地をもとにシミュレーション

�２ ２５０m四方 ９１ ９１ １０．０％
１２局

（含む普通局１局）

瀬谷区

�３ ５００m四方 現状の局立地をもとにシミュレーション

�４ ５００m四方 ７２ ７２ １３．３％
９局

（含む普通局１局）
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３ 最適配置モデルの数値結果と分析

３．１ 普通局施設最適配置解の特性

�１ 最適配置解の特性

普通局最適配置モデルを用いて各ケースにおけ

る最適解を求めたところ、次のような結果となっ

た。実際の配置については、ほぼ現状と同様の配

置であるが、北部において変動がみられる。また、

都筑区、栄区及び神奈川区の各行政区のうち、

ケース�１及び�２の双方で栄区に、ケース�１で神奈

川区に、ケース�２で都筑区に配置される。

また、図表１１は、各ケースの収束状況を示した

ものである。

本モデルについては、厳密な最適解に到達する

までに非常に長い計算時間を要するため、最後ま

で収束させることは現実的な対応策ではなく、一

定の時間（普通局の場合２時間）で終了させ、そ

の時点での最良解を求めている。その際、計算さ

れた目的関数値と、その最良解による最良下限値

（Best Lower Bound）の乖離幅により、解の最

適性を判断している。ここで、ケース�１及び�２は、

局立地可能なメッシュ数を６０個としているが、�３

及び�４では２００個としている。そのため、�３及び

�４では�１、�２と比較して乖離幅が大きく出ており、

十分な結果とはなっていない。

�２ 平均アクセス距離の比較

図表１２は、各ケースの平均アクセス距離、その 分散１７）及び最大平均距離について比較したもので

図表１１ 普通局最適配置モデルのシミュレーション収束状況

ケース 目的関数値�a 最良下限値�b 乖離�c 時 間

�１ ５，９４２，２６０ ３，６１０，７８２ ６４．６％ ２時間

�２ ６，１０４，０６４ ３，６３９，３３０ ６７．７％ ２時間

�３ ６，１６０，４３６ １，２７９，１３６ ３８１．６％ ２時間

�４ ６，１８７，００７ １，２７０，４８６ ３８７．０％ ２時間

注）乖離は次のように求めている。；�c ＝（�a －�b）／�b×１００

図表１２ 行政区別平均アクセス距離
（単位：km）

区 名
ケース

�１
ケース

�２
ケース

�３
ケース

�４
現状

配置

鶴 見 区 １．６１ １．９７ １．７２ １．３４ １．８８

神 奈 川 区 １．３４ １．９９ １．９７ ２．８９ ２．６３

西 区 １．８５ ０．９６ ２．６１ ２．６１ １．２９

中 区 １．３９ １．３７ １．３６ １．３６ １．９５

南 区 １．７０ ２．２９ １．４７ ２．０４ １．０７

港 南 区 １．６５ １．６５ １．３２ １．３４ １．７６

保土ヶ谷区 １．９９ １．９２ ２．５２ １．６１ １．６７

旭 区 １．６５ １．８０ １．７２ １．８８ １．９４

磯 子 区 １．８２ １．８２ １．７０ ２．２５ １．６１

金 沢 区 １．９８ １．９８ １．８７ ２．０４ １．９６

港 北 区 １．８１ １．５８ １．４５ １．６０ １．５０

緑 区 ２．１６ ２．２５ ２．１９ ２．１８ ２．１８

青 葉 区 １．６０ １．４４ ２．５９ １．８０ １．８５

都 筑 区 ３．１２ ２．３４ ２．３６ ２．１４ ２．９４

戸 塚 区 ２．１２ ２．１２ ２．０１ １．７８ ２．４４

栄 区 １．５５ １．５５ １．５３ ２．４４ ３．１４

泉 区 １．８８ １．８６ １．７９ １．８７ １．９１

瀬 谷 区 １．３７ １．９０ １．６６ １．３６ １．５９

平 均 １．８０ １．８５ １．８６ １．８７ １．９４

標 準 偏 差 ０．４０ ０．３４ ０．４１ ０．４４ ０．５２

最 大 ３．１２ ２．３４ ２．６１ ２．８９ ３．１４

最 小 １．３４ ０．９６ １．３２ １．３４ １．０７

注）利用者は、行政区を越えての利用も可能である。

１７） ここでは、標準偏差を用いて比較している。
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ある。

普通局の現在の置局配置における横浜市全体の

平均アクセス距離は１．９４kmである。このアクセ

ス距離は場所によって大きなばらつきが見られ、

最も距離の長い栄区では３．１４km、最も短い南区

では１．０７kmとなっている。

このような現状に対し、住民の普通局までの総

移動距離が最短となるように置局配置すると、横

浜市全体の平均アクセス距離は、最も改善された

ケース�１では現状の１．９４kmから１．８０kmまで１４０

m（７．２％）短縮することができる。その場合に

は標準偏差も０．５２から０．４０へと改善されている。

また、最大平均距離についても、３．１４kmから

２．３４kmへと２５．５％の改善がなされている。従っ

て、置局配置を最適化することにより、�１住民の

利便性、�２郵便局の公的施設としての公平性、を

改善することができる。

また、住民の利便性の改善は経営面にも強いイ

ンパクトを持つと考えられる。すなわち、利用者

の利便性を向上することは今まで埋もれていた需

要を掘り起こす効果が期待できるため、利用者の

利便性の向上という面だけでなく、需要の拡大に

も寄与すると推察される。

３．２ 普通局施設最適配置解の感度分析

�１ 施設容量と潜在利用者数

図表１３は、施設容量を制約条件とすることによ

り、各郵便局の潜在利用者数がどのように変化す

るかを示したものである。ケース�１、�３では各局

の容量を横浜市全体の人口の７％、ケース�２、�４

では８％を上限とする制約を課しているが、これ

は普通局を市全体に１８局設置すると１局当たりの

平均受持人口が５．６％となるので、それを２０～

３０％上回る数字を上限とし、１局に集中しないよ

うにしたものである。したがって、潜在利用者が

７％あるいは８％となっている局は、施設容量の

上限にまで達していることを示している。

現状の配置では、横浜市人口に対する普通局が

受け持つ潜在利用者数の割合は、最大の局が

８．７％、最小の局が３．５％、標準偏差１．３％である

のに対し、利用者の総移動距離が最短となった

ケース�１では、最大が７．０％、最小が３．２％、標準

偏差１．２％と、最適配置により郵便局の規模をよ

り一層均等化することができる。

図表１３ 施設容量と潜在利用者数
（単位：％）

局番号
ケース

�１
ケース

�２
ケース

�３
ケース

�４
現状

配置

１ ７．００ ８．００ ７．００ ８．００ ８．６７

２ ７．００ ７．７７ ７．００ ８．００ ７．９３

３ ６．９６ ６．８９ ７．００ ８．００ ６．７１

４ ６．９２ ６．７９ ７．００ ７．６２ ６．６１

５ ６．７８ ６．７７ ７．００ ７．３８ ６．３４

６ ６．４２ ６．４２ ７．００ ６．８５ ５．９３

７ ６．２４ ６．３９ ６．８２ ６．５１ ５．８１

８ ６．０４ ５．９９ ６．７５ ６．２７ ５．６０

９ ５．９５ ５．７１ ５．５６ ５．２６ ５．５７

１０ ５．６２ ５．４９ ５．３０ ５．１４ ５．５０

１１ ５．３８ ５．１８ ５．２０ ４．８２ ５．３６

１２ ５．１８ ５．０２ ５．１８ ４．５０ ５．１２

１３ ５．０２ ４．５２ ４．４７ ４．４９ ４．７９

１４ ４．４３ ４．２１ ４．４１ ４．４８ ４．５４

１５ ４．２８ ４．１８ ４．１７ ３．６２ ４．２３

１６ ４．１５ ３．９７ ３．８５ ３．４８ ３．８９

１７ ３．３７ ３．４８ ３．５０ ２．９９ ３．８５

１８ ３．２５ ３．２３ ２．８０ ２．６１ ３．５４

計 １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００

最 大 ７．００ ８．００ ７．００ ８．００ ８．６７

最 小 ３．２５ ３．２３ ２．８０ ２．６１ ３．５４

標準偏差 １．２１ １．３９ １．３９ １．７７ １．３３

注）局番号は、各ケース毎に、容量規模の大きな局（潜在

利用者の多い局）から順に付けられている。
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�２ 総施設数と平均アクセス距離

図表１４は、普通局総施設数を１６局から２０局の間

で変化させて最適配置した場合の平均アクセス距

離の変化を示したものである。総施設数が多いほ

ど、平均アクセス距離は短くなるが、その１局を

追加することによる限界的な効果は、現状の１８局

を境としてそれよりも局数を増加させると平均ア

クセス距離の短縮幅が大きくなって、現状より利

用者の利便性は高まる一方、１８局から１７局、１６局

と施設数を減少させた場合の平均アクセス距離は

反対に増加幅が大きくなって、現状より利便性は

低下する。

３．３ 特定局施設最適配置解の特性

�１ 最適配置解の特性

特定局最適配置モデルを用いて各ケースにおけ

る最適解を求めたところ、現状と比較して次のよ

うな結果になっている。西区では、北側に事業所

集中地帯が存在するため、現状では特定局が１０

メッシュの中に５局が集中しているが、シミュ

レーション後は人口集中地区である南部を中心に

全体的に分散する。瀬谷区では、現状では局配置

が全体的に中央部に集中しているとともに、潜在

利用者数も数局に集中しているが、最適配置後は

適度に分散されるとともに、南部にも新たに局が

配置され、それらの潜在利用者数も分散化されて

いる。

また、図表１５は、各ケースの収束状況を示した

ものである。

ケース�１及び�３は、結果を比較するために実施

した現状に対するシミュレーションである。ケー

ス�２は西区において実施した２５０mメッシュを９１

使用して１２局の配置を求めたケースであり、ケー

ス�４は瀬谷区で５００mメッシュを７２使用して、９

局の配置を求めたものである。普通局のケースと

同様、収束までに非常に長い時間がかかるため、

それぞれ乖離が２０％を切るまで計算した最良値を

求めている。

�２ アクセス距離の比較

図表１６は、それぞれのアクセス距離の統計量を

比較したものである。

西区及び瀬谷区の現状の平均アクセス距離は、

図表１４ 総施設数と平均アクセス距離
（単位：km）

局 数 １６局 １７局 １８局 １９局 ２０局

平均アクセス距離 １．９４ １．８７ １．８２ １．７８ １．７２

注）計算時間３０分における最良解

図表１５ 特定局最適配置モデルのシミュレーション収束状況

区 名 目的関数値�a 最良下限値�b 乖離�c 時 間

西 区 現状（�１） ２９，６４９ ― ― ３分

ケース�２ １８，８２４ １５，７３８ １９．６％ ２０時間

瀬谷区 現状（�３） ７２，５４７ ― ― ３分

ケース�４ ５８，９６３ ４９，３２７ １９．６％ １時間１２分

注）乖離は次のように求めている。；�c ＝（�a －�b）／�b×１００

図表１６ 西区、瀬谷区のアクセス距離の統計量
（単位：km）

区 名 西 区 瀬 谷 区

�１
現状

�２
最適配置解

�３
現状

�４
最適配置解

標準偏差 ０．２３３ ０．１４５ ０．６２４ ０．６０９

平 均 ０．３９５ ０．２５１ ０．５９３ ０．４８２

最大距離 １．０６１ ０．５５９ ２．５００ ２．５５０

最小距離 ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００
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それぞれ３９５m、５９３mである。西区の現状の平均

アクセス距離は、１８行政区の中でも最も短い方に

属し、郵便局利用が便利な区である。一方、瀬谷

区の平均アクセス距離は比較的長い方に属する。

これら両区について、住民の総移動距離を最小

にする最適配置を考えると、西区の平均アクセス

距離は現状の３９５mから２５１mに３６．５％短縮され、

利便性はさらに向上する。また、標準偏差も０．２３

から０．１５へと改善され、区内の各地点からのアク

セス距離のばらつきも現状よりも均質化される。

最大距離については、１．０６kmから０．５６kmへと

４７．３％の改善がなされている。また、瀬谷区につ

いても同様に平均アクセス距離は、現状の５９３m

から４８２mに１８．７％改善され、利便性が向上する。

ただし、瀬谷区においては、最大距離が２．５０km

から２．５５kmとなることにより、現状よりもアク

セス距離が長くなり不便になる地点も一部発生す

る。なお、表中の最小距離０．０００とは、局が存在

するメッシュに居住する住民の移動距離を示すも

のであり、ほとんどのメッシュに人口が存在する

ため、現状でも最適配置解でも０．０００となってい

る。

３．４ 特定局施設最適配置解の感度分析

図表１７は、施設容量を制約条件に加えたことに

より、現状とどのように潜在利用者数が異なるか

を比較したものである。西区については各局が区

全体の人口の１０．０％を上限値とし、瀬谷区につい

ては１３．３％を上限とするように設定してあるが、

これらの値はそれぞれの区について、１局当たり

の平均受持人口（潜在利用者数）を約２０％上回る

数字を上限としたものである。

西区、瀬谷区の現状の郵便局配置では、各局が

受け持つ潜在利用者数に極めて大きな差が見られ、

図表１７ 西区、瀬谷区郵便局潜在利用者数の人口に対する割合

�１ 西区 （単位：％）

局 番 号 現 状 最適配置解

１ ２１．５３ ９．９４

２ １６．５１ ９．８１

３ １４．８８ ９．６８

４ １２．５３ ９．５３

５ １１．６０ ９．５２

６ ８．１８ ９．３２

７ ５．６０ ９．１２

８ ５．５０ ７．９９

９ ３．１９ ７．１７

１０ ０．４３ ６．６５

１１ ０．０４ ５．８２

１２ ０．０２ ５．４５

合 計 １００．００ １００．００

最 大 ２１．５３ ９．９４

最 小 ０．０２ ５．４５

標 準 偏 差 ６．８０ １．５８

�２ 瀬谷区 （単位：％）

局 番 号 現 状 最適配置解

１ １９．４０ １２．９３

２ １７．１８ １２．３０

３ １２．７０ １２．０２

４ １２．４４ １１．８８

５ １０．６９ １１．５３

６ ９．５９ １１．３５

７ ８．８２ １１．２８

８ ６．１１ １０．９９

９ ３．０８ ５．７２

合 計 １００．００ １００．００

最 大 １９．４０ １２．９３

最 小 ３．０８ ５．７２

標 準 偏 差 ４．８０ １．９９
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１局で区人口の２０％近くを受け持つ局がある一方、

西区では１％に満たない局が見られる。その理由

として、特に西区の場合は世帯ではなく事業所か

らの需要に特化した立地をとる郵便局が多いこと

が考えられる。

これを最適配置すると、西区、瀬谷区ともに上

限を設定したことによって郵便局の規模は均質化

され、極端なばらつきは是正される。

まとめと今後の検討課題

利用者の利便性、公平性に基づいた以上の最適

配置モデル分析の結果を取りまとめると、次のこ

とが言える。

まず、置局配置の最適化により、横浜市全域の

普通局は７．２％、西区は３６．４％、瀬谷区は１８．７％

それぞれ平均アクセス距離を短縮をすることがで

き、現状の置局配置に比べた住民の利便性を大幅

に改善することができる。さらに、現在生じてい

るアクセス距離の地域格差が緩和されるので、住

民の郵便局利用における公平性の向上を図ること

ができる。また、利用者と郵便局施設の間の最大

距離についても、普通局においては２５．２％、西区

においては４７．３％の改善がなされている。従って、

置局配置を最適化することにより、�１住民の利便

性、�２郵便局の公的施設としての公平性、を改善

することができる。これらに加えてこのような最

適化は、郵便局という供給側にとっても、郵便局

の住民利用者数の規模を均質化することができる。

このようにして数理モデルの構造が決定された

後は、モデルを解くのに必要とされるできるだけ

信頼度の高い入力データを準備しなければならな

い。このためにも、今後このシステム自体を多方

面から綿密に分析する作業が必要となってくる。

今回の分析では、郵便局の諸機能のうち窓口機

能に着目し、「公平性」を評価基準として問題と

する上で必要と考えられる、郵便局配置システム

の構成要素のうちの一部を基準としている。立地

環境については「潜在需要の大きさ」から人口を

取り上げているが、これに従業員数を加えて分析

を行うことにより、「公平な」最適配置にも変化

があらわれることが予想される。特に三事業のう

ち郵便事業に関しては、郵便の差出し割合の約８

割が事業所であることからも、従業員数等のデー

タを加えることによる変化が大きいものと考えら

れる。さらに、今後は人口、従業員数といった一

部の成分だけではない事業・サービス集積軸と人

口集積軸の成分を合成した分析を行い、その結果

からシステム自体を見直す必要があると考える。

立地環境要因のもう一つの構成要素である「利便

性の高さ」についても、利用者の生活行動によっ

ては、利用者の利便性の高い郵便局は、必ずしも

住居からアクセス距離が最短の局とは限らない可

能性もある。また、本論のモデル構築に当たって

は、「公平性」を評価基準として組み込むことに

ついて、平均アクセス距離が短縮されアクセス距

離の地域格差が緩和されることを「公平性」とし

ているが、「公平性」を評価基準とするならば、

利用者までの最遠距離の短縮等についても、基準

としてモデル内に組み入れることが考えられる。

この他、郵便局によっては郵便の輸送・配達の

拠点となるとともに、貯金・保険事業の外回りの

営業を行う外務員の拠点となることから、このよ

うな新たな側面からの情報を加え、さらに現実の

システムに適合した数理計画モデル分析の実施が

重要となる。今回は需要側に立った評価基準に立

脚したモデル分析を実施しているが、今後は供給

側からみた評価基準、すなわち「経営の効率性」

に関する評価基準を設定しモデルを構築する、す

なわち、「事業規模」や「事業効率」といった要

因に対しても考察可能な形にモデルを拡張するこ

とが出来れば、公共施設としての郵便局のみなら

ず、事業を行う窓口として、経営側の視点に立っ
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た窓口機関の最適配置についても分析することが 可能になると考えられる。
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